
【別紙１】総合評価方式の本格導入に伴う主な見直しについて 

 

１ 価格について 

現在の試行においては、工事担当課長が適当と認める工事（設計金額３，０００万円以上（建築一式

工事は５，０００万円以上））について総合評価方式を実施していたが、本格導入にあたっては、設計

金額が一定額以上の金額を要件とし、以下の表のとおり段階的に金額要件を下げ、令和４年度以降から

７，５００万円以上で実施することとする。 

年度 対象設計金額 

令和２年度 １億５，０００万円以上 

令和３年度 １億円以上 

令和４年度以降 ７，５００万円以上 

※災害復旧事業、復興事業に関する工事は適用しない。 

※工事担当課長が、価格と価格以外の技術力、施工能力等を総合的に評価することが適当と認める工

事（設計金額３，０００万円以上（建築一式工事は５，０００万円以上））については、上記の条

件に関係なく（復興ＪＶを除く）、適用できる。 

 

２ 価格以外の評価項目及び評価基準と評価点について 

（１）技術力（企業評価） 

項目 改正後 現行 

過去の類似工事の施工実績 過去１０か年度まで 過去５か年度まで 

過去２か年度における 

工事成績（平均点） 

過去５か年度まで 

※評価基準を細分化 

過去２か年度まで 

公共機関からの優良工事表彰 

実績（過去５か年度） 

・２回以上で２点、１回で１点 

・東北地方整備局、東北農政局、

宮城県、宮城県道路公社、石巻

市、石巻地方広域水道企業団を

対象機関とする 

・類似工事で２点、他工事で１点 

・国、宮城県、宮城県内の市町村

を対象機関とする 

 

（２）技術力（配置する技術者の能力） 

項目 改正後 現行 

配置予定技術者の 

類似工事の施工実績 

・過去１０か年度まで 

・監理技術者、主任技術者又は現場代理人と

して、実績の対象とする工事の全体従事期

間の５０％を超える期間従事した技術者を

対象とする。 

・過去５か年度まで 



（評価項目として追加） 

・配置予定技術者の工事成績評定（過去５年間の最高評点） 

※当該工事の入札日（開催日）の属する年度の直前５か年度及び当該工事入札公告日までに工事成

績考査通知書を受けた工事成績評定の最高評定点とする。 

※監理技術者、主任技術者又は現場代理人として、実績の対象とする工事の全体従事期間の９０％

を超える期間従事した技術者を対象とする。 

 （評価対象として追加） 

  ・継続教育（ＣＰＤ）の取組状況 

「各団体推奨単位の１／２未満取得あり」であっても、継続教育を受けていることから評価対象とす

る。 

 

（３）社会性（労働福祉） 

 （評価項目として追加） 

・協力雇用主としての登録実績 

  ※協力雇用主とは、犯罪をした者等の自立及び社会復帰に協力することを目的として、犯罪をした者

等を雇用し、又は雇用しようとする事業主 

 

（４）地域性（地域貢献） 

項目 改正後 現行 

本支店、営業所等の所在地 ・「石巻市内に本社、本店が 

１０年以上所在あり」：３点 

・「石巻市内に本社、本店が 

１０年未満所在あり」：２点 

・「石巻市内に本社、本店が 

１０年以上所在あり」：４点 

・「石巻市内に本社、本店が 

１０年未満所在あり」：３点 

（評価対象の削除） 

・災害協定又はその他の地域貢献 

「その他の地域貢献」を削除し、「災害協定」のみを評価対象とする。 

 （評価対象として追加） 

  ・災害時における地域貢献の活動実績（過去５年間） 

上記「その他の地域貢献」の項目を、新たに「災害時の活動実績」として設定する。 

  ・消防団協力事業所の状況 

   上記「その他の地域貢献」の項目を、新たに「消防団協力事業所の状況」として設定する。 

（その他） 

「東日本大震災での対応実績」の評価項目について、将来廃止予定を検討している旨を記載する。 

 

（５）減点（不誠実な行為） 

指名停止１回につき１点減点とし、６か月以上の指名停止については１回につき２点減点とする。 



（６）その他 

・評価項目によって特定ＪＶとしての実績及び参加の取扱い、工場製作等を含む工事の取扱いについ

て見直しを行う。 

 ・価格以外の評価項目について４項目を新設、価格以外の評価点の配点が２０点から２５点へ改正。 

それに伴い、価格以外の評価点に価格評価点８０点を足した総合評価点を１００点から１０５点に

改正する。 

 ・現行及び改正後の価格以外の評価項目及び評価基準と評価点については別紙２のとおり。 

 

３ 今後の対応 

基本方針等に基づき、国等の制度を参考にしながら、改正後の実施状況を踏まえ、見直しを検討する。 

当分の間は、「特別簡易型」の実施件数を増やすことを目標とし、施工計画についても評価する「簡

易型」の実施については、県内の市町村の実施状況を参考にしながら、導入の検討を行うこととする。 

（１）価格について 

  令和５年度以降についても、対象設計金額での実施状況を見ながら、対象の設計金額を下げることの

見直しを検討することとする。 

（２）価格以外の評価項目及び評価基準と評価点について 

配置する技術者の能力の評価項目については、今回、配点を上げたが、国や県の配点状況を比較する

とまだ低い状況にあることから、改正後の実施状況を踏まえ、重点的に検討する。 


